
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

残留農薬基準が青果物貿易に与える影響

馮, 鋭
元九州大学大学院生物資源環境科学府

髙橋, 昂也
九州大学大学院農学研究院農業資源経済学部門農業資源経済学講座食料経済分析学分野

前田, 幸嗣
九州大学大学院農学研究院農業資源経済学部門農業資源経済学講座食料経済分析学分野

https://doi.org/10.15017/6796287

出版情報：九州大学大学院農学研究院学芸雑誌. 78 (2), pp.111-119, 2023-09. Faculty of
Agriculture, Kyushu University
バージョン：
権利関係：



111

九大農学芸誌 （Sci. Bull. Fac. Agr., Kyushu Univ.） 
第 78 巻　第 2 号　111-119　（2023）

は　じ　め　に

世界各国における食品の安全性に対する関心の高ま
りとともに，各国の食安全基準も厳しくなってきてい
る．世界経済の発展とともに食品の貿易額も増加傾向
にある中，食安全基準が食品貿易に与える影響につい
て明らかにすることが重要な課題となっている．

食安全基準が貿易に与える影響について，Anders 
and Caswell （2009）は，輸出相手国の厳しい食安全基
準が非関税障壁になるというマイナス面と，輸出相手
国の厳しい食安全基準を満たすために自国の食品の品
質が高まることは貿易促進効果の性質を持つ可能性を
指摘している．したがって，食安全基準が厳しくなっ
たときにマイナス面（非関税障壁効果）とプラス面（貿
易促進効果）のどちらが上回るかについては，計量経
済分析によって明らかにする必要があると言える．
Anders and Caswell （2009）は食安全基準に関する一
般的な理論であるが，数ある食安全基準の中でも代表
的なものとしては残留農薬基準（pesticide residue 
standards）があげられる．

Dou et al. （2015）は，残留農薬基準を個別規制数と
許容限度量に分類した上で，輸入国だけでなく，輸出
国（中国）の残留農薬基準が貿易に与える影響につい
て分析を行った．分析対象品目は，中国が主に輸出し
ている野菜である．分析の結果，2国間の貿易額は，
輸出国の許容限度量が厳しくなったとき増加し，輸入
国の個別規制数が増加したとき減少するとともに，輸
出国の個別規制数および輸入国の許容限度量からは統

計的に有意な影響を受けないことが明らかになった．
ただし，Dou et al. （2015）では，ゼロ貿易（2国間の
貿易額が0）のデータを除外することで生じるバイア
スに対処していない点，各残留農薬基準が輸出先の選
択に与える影響を分析していない点，ポジティブリス
ト制度とネガティブリスト制度の違いを考慮していな
い点等が課題として残されている．

Kareem （2016）は，アフリカがEUに輸出している
魚製品を対象として，EUの食品安全に関する法律の
改訂数が，貿易の発生確率（2国間の貿易発生数）お
よび2国間の貿易額に与える影響について分析を行っ
た．分析の結果，EUの食品安全に関する法律の改訂
数の増加によって，輸出相手国数は増加するものの，
2国間の貿易額は減少することが明らかになった．た
だし，Kareem （2016）の問題点として，ある法律の改
訂と他の法律の改訂は意味が異なるため，法律の改訂
数は食安全基準の代理変数として適切ではないと考え
られる点がある．また，輸出国の食安全基準が貿易に
与える影響について分析が行われていない点，アフリ
カからの総輸出額の変化が分析されていない点等も課
題として残されている．

本研究は，残留農薬基準が貿易に与える影響につい
て計量経済分析を行い，残留農薬基準が非関税障壁効
果と貿易促進効果のどちらの性質をより強く持ってい
るかを明らかにすることを目的とする．

先行研究の課題を克服するため，本研究では，輸出
国および輸入国における残留農薬基準の個別規制数お
よび許容限度量を分析モデルに含めるとともに，
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gravity model に Heckman selection model （Heckman, 
1979）を適用することにより，輸出相手国の選択およ
びゼロ貿易問題に対処する．さらに，ポジティブリス
ト制度を採用している国とネガティブリスト制度を採
用している国の違いを分析において考慮する．

本稿の以下の構成は，次のとおりである．まず，第
2節において本研究で使用する残留農薬基準のデータ
ベースについて紹介した後，第3節で分析モデルにつ
いて，第4節でデータについて，それぞれ述べる．そ
の後，第5節で分析結果について述べた後，第6節で
残留農薬基準等が貿易に与える影響について考察を行
う．最後に，第7節で結論と残された課題について述
べる．

残留農薬基準のデータ

１．PMRLデータベース
本研究における残留農薬基準のデータは，ニュー

ジ ー ラ ン ド（ 以 下，NZ） 政 府 のpesticide maximum 
residue limit database（NZ Ministry for Primary 
Industries, 2021; 以下，PMRLデータベース）の値を
使用する．PMRLデータベースには，NZの主な農産
物輸出相手国20カ国について，NZが主に輸出してい
る農産物56種類を対象に，320種類の農薬の残留農薬
基準値が掲載されている．なお，NZの主な農産物貿易
対象国と世界の主な農産物貿易国はほぼ同じである．

PMRLデータベースには，NZの輸出相手国が課し
ている個々の残留農薬の許容限度量が掲載されてい
る．例えば，輸出相手国を日本，商品をリンゴとする
と，日本がNZから輸入するリンゴに対して規制して
いる農薬の種類とその許容限度量をすべて調べること
ができる． 

２．分析の仮定
先述したとおり，本研究では，輸出国および輸入国

における残留農薬の個別規制数および許容限度量とい
う4つの食安全基準に関する変数を作成する．この食
安全基準に関する変数を作成するに当たって，以下の

仮定をおく．
第1に，後述するとおり，利用できる最新の貿易デー

タが2019年である一方，PMRLデータベースから入
手できる残留農薬基準のデータはアクセス時点での最
新値のみであるため，各国の残留農薬基準は2019年か
ら現在まで変化していないとする．

第2に，各品目について，各輸入国が輸入品に課す
残留農薬基準は，NZからの輸入とその他国からの輸
入で同一である（輸入相手国間で差がない）とする．
また，各品目について，自国が輸入品に課す残留農薬
基準と，自国からの輸出品が満たす残留農薬基準は同
一であるとする．つまり，図1において，A国に関す
る①～③の残留農薬基準がすべて同一であることを意
味している．

３．ポジティブリスト制度とネガティブリスト制度
残留農薬基準に関する制度は，ポジティブリスト

（positive list）とネガティブリスト（negative list）に
大別することができる．ポジティブリスト制度とは「原
則規制（禁止）された状態で使用，残留を認めるもの
についてリスト化するもの」であり，ネガティブリス
ト制度とは「原則規制がない状態で，規制するものを
リスト化するもの」を指している（厚生労働省，
2006）．ポジティブリスト制度では，農薬等について，
①残留基準が個別に定められている農薬等，②残留基
準が定められていない農薬等，③制度の対象としてい
ない農薬等に分類され，①および③のリストに含まれ
ないすべての農薬等に対して一律の残留基準（一律基
準）が定められる．①および③に含まれる農薬等は国
ごとに異なるとともに，②の一律基準について，例え
ば， 日 本 や イ ギ リ ス， 韓 国 は0.01ppm， カ ナ ダ は
0.1ppm，アメリカは0.01-0.1ppmに設定している．
PMRLデータベースでは，ポジティブリスト国に関し
ては，①の残留基準が個別に定められている農薬等の
許容限度量が掲載されている．一方，ネガティブリス
ト制度では，②の一律基準に該当する枠組みが存在せ
ず，残留基準を個別に定めたリストに掲載されていな

図 1　残留農薬基準データに関する説明
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い農薬等が一定量以上残留していても販売停止等の規
制は行われない．

ネガティブリスト制度を採用している国の場合，残
留農薬の個別規制数の増加は食安全基準が厳しくなる
ことを意味する．一方，ポジティブリスト制度を採用
している国の場合，個別に規制する残留農薬の許容限
度量が，当該国の一律基準よりも厳しい／緩いの両方
のケースがあると考えられるため，残留農薬の個別規
制数の増加が食安全基準の厳格化を意味するかについ
ては，一概に判断することはできないと考えられる．

以上のように，ポジティブリスト制度とネガティブ
リスト制度で，残留農薬の個別規制数が持つ意味が異
なることを踏まえて，本研究では，残留農薬の個別規
制数に関して，ポジティブリスト制度を採用している
国を1，ネガティブリスト制度を採用している国を0
とする係数ダミー変数を導入することで対処すること
とする．また，残留農薬の許容限度量に関して，ポジ
ティブリスト制度で導入されている一律基準は，ネガ
ティブリスト制度では存在せず，両制度間での比較を
行うことができないため，本研究では，各国が個別に
規制している残留農薬の許容限度量のみを対象にする
こととする． 

４．残留農薬基準に関する変数の作成
本研究において，残留農薬の個別規制数は，分析対

象品目に対して個別に規制されている農薬数を合計す
ることで求める．一方，残留農薬の許容限度量は，表

1を数値例として，以下のとおり求める．
まず，農薬ごとに，許容限度量の国際平均値（A国

とB国の算術平均値）を計算する．次に，国ごと，農
薬ごとに，許容限度量の相対値（＝当該国の当該農薬
の許容限度量／当該農薬の許容限度量の国際平均値．
表1におけるカッコ内の数値）を計算する．最後に，
国ごとに，各農薬の許容限度量の相対値について算術
平均値を計算することで，各国の残留農薬の許容限度
量を求める 1．

分 析 モ デ ル

本研究では，先行研究（Dou et al., 2015; Kareem, 
2016）と同様に，gravity modelを用いて分析を行う．
また，ゼロ貿易データの除外によるバイアスに対処す
るため，Heckman selection modelによる2段階推計を
行う．

第1段階として，次のprobitモデルを用いて，貿易
の発生確率（2国間の貿易発生数）の決定要因につい
て推計を行う．

 
 

 
 

 
  

	
（1）

農薬の種類
残留農薬の許容限度量

A 国 B 国 国際平均値
農薬 a 0.01 （0.500） 0.03 （1.500） 0.02
農薬 b 0.30 （0.750） 0.50 （1.250） 0.40
農薬 c 0.05 （0.714） 0.09 （1.286） 0.07
農薬 d 0.50 （1.000） 0.50 （1.000） 0.50
農薬 e - 0.01 （1.000） 0.01
農薬 f 0.05 （1.000） - 0.05
農薬 g 0.03 （1.500） 0.01 （0.500） 0.02
農薬 h 0.80 （1.000） - 0.80

許容限度量 0.92 1.09
個別規制数 7 6

表 1　残留農薬の許容限度量に関する数値例

註：カッコ内の数値は許容限度量の相対値を表す．

 1	この方法は，個別に規制されているすべての農薬を対象としながら，農薬間の許容限度量の違いを考慮できるとい
う利点があると考えられる．
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ただし，被説明変数は，輸出国 i と輸入国 j の間で貿易
が発生したとき1，発生しなかったとき0をとるダミー
変数である．各説明変数の概要は，表2に示すとおり
である．また，下付き文字の p は品目 p を表し，α およ
び β はパラメータ，εijp は誤差項である．

第2段階として，以下の推計式を用いて，2国間の
貿易額の決定要因について分析を行う．また，probit
モデルの推計結果から計算される逆ミルズ比 λijp を含め
ることで，ゼロ貿易データを除外した推計によるバイ
アスに対処することができる 2．

 
 

 
 

 
 
	

（2）

ただし，被説明変数は2国間の貿易額であり，各説明
変数の概要は表2に示すとおりである．また，下付き
文字の p は品目 p を表し，γ および θ はパラメータ，ηijp

は誤差項である．
次に，総貿易額への影響の分析方法について述べる．

Matthee and Santana-Gallego （2017） は，Helpman et 
al. （2008）の新々貿易理論をもとに，貿易の発生確率（2
国間の貿易発生数）を貿易の外延，2国間の貿易額を
貿易の内延と解釈して考察を行っている．したがって，
総貿易額への影響は，第1段階および第2段階の推計
結果を用いて，以下のとおり求めることができると考
えられる．

まず，総貿易額は，次式のように表すことができる．

総貿易額 ＝ �2国間の貿易発生数
　　　　　  ×2国間の貿易額（平均値）

	
（3）

上記の（3）式に自然対数をとると，次式が得られる．

ln 総貿易額 ＝ �ln 2 国間の貿易発生数
　　　　　　  +ln 2 国間の貿易額

	
（4）

上記の（4）式を残留農薬基準 MRL について偏微分
すると，次式が得られる．

∂ln 総貿易額
∂lnMRL = ∂ln 2 国間の貿易発生数

∂lnMRL + ∂ln 2 国間の貿易額
∂lnMRL

（5）

 2	被説明変数が貿易額の自然対数値であるため，ゼロ貿易データは被説明変数に代入することができないという問題
が存在する．また，逆ミルズ比 λijp のパラメータが統計的に有意であった場合，ゼロ貿易データの除外によるバイ
アスが発生している（かつ，そのバイアスを是正できている）一方，逆ミルズ比 λijp のパラメータが統計的に有意
でなかった場合，ゼロ貿易データの除外によるバイアスは発生していないと解釈することができる．

説明変数名 説明変数の概要
POPi 輸出国 i の人口
POPj 輸入国 j の人口

Productionip 輸出国 i における品目 p の生産量
Productionjp 輸入国 j における品目 p の生産量

Distanceij 輸出国 i と輸入国 j の間の距離
Colonyij 輸出国 i と輸入国 j に植民地関係が過去存在したとき 1 をとるダミー変数
MRLnip 輸出国 i が品目 p に課している残留農薬の個別規制数
MRLdip 輸出国 i が品目 p に課している残留農薬の許容限度量
MRLnjp 輸入国 j が品目 p に課している残留農薬の個別規制数
MRLdjp 輸入国 j が品目 p に課している残留農薬の許容限度量
Positivei 輸出国 i がポジティブリスト制度を採用しているとき 1 をとるダミー変数
Positivej 輸入国 j がポジティブリスト制度を採用しているとき 1 をとるダミー変数

Languageij 輸出国 i と輸入国 j が同一言語を使用しているとき 1 をとるダミー変数
λijp probit 推計から計算される逆ミルズ比
dp 品目 p のとき 1 をとるダミー変数

表 2　説明変数の概要
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∂ln 2 国間の貿易発生数/∂lnMRL（残留農薬基準が
1%変化したとき，2国間の貿易発生数（貿易の発生確
率）が何%変化するか）は第1段階の推計から，∂ln 2

国間の貿易額/ ∂lnMRL（残留農薬基準が1%変化した
とき，2国間の貿易額が何%変化するか）は第2段階
の推計から，それぞれ求めることができる．2つの値
の符号が異なるときは，その合計が正負のどちらをと
るかを求めることで，残留農薬基準の変化が総貿易額
の変化に与える影響について明らかにすることができ
る．以上の方法を用いて，残留農薬基準が総貿易額に
与える影響についても考察することとする．

デ 　 ー 　 タ

分析対象国は，カナダ，中国，イギリス，インドネ
シア，日本，韓国，マレーシア，タイおよびアメリカ
の計9カ国である．また，分析対象品目（HSコード）は，
り ん ご（080810）， ぶ ど う（080610）， オ レ ン ジ

（080510），メロン（080719），ストロベリー（081010），
トマト（070200），ばれいしょ（070190），にんにく

（070320），きゅうり（070700），レタス（070519）の
計10品目である 3．分析対象期間は，最新の貿易デー
タが入手できる2019年とする．

分析対象品目を青果物にした理由は，穀物よりも青
果物の方が，残留農薬基準から影響を受けやすいと考
えられるためである．また，PMRLデータベースに掲
載されている20カ国のうち，NZおよび他の10カ国は，
青果物の貿易額もしくは生産量が極端に少ないため，
分析対象国に含めなかった．なお，分析対象9カ国の
うち，ポジティブリスト制度を採用している国は，日
本，韓国，イギリス，カナダおよびアメリカである．

データの出典は以下のとおりである．輸出額はUN 
Comtrade Database （UN, 2021），各国の人口はWorld 
Bank Open Data （World Bank, 2021），距離，共通の
言 語 お よ び 植 民 地 関 係 の 有 無 はCEPII Database 

（CEPII, 2021），各国の生産量はFAOSTAT （FAO, 
2021）をそれぞれ使用する．

分　析　結　果

推計結果は，表3に示すとおりである 4．なお，第1
段階のprobitモデルは非線形であるため，説明変数が
1%変化したとき，貿易の発生確率が何%ポイント変
化するかという解釈を行うためには，平均的な限界効
果を求める必要がある．そのため，平均的な限界効果
の推計結果を表3に併記している．また，クロスセク
ションデータであることから，第2段階は最小二乗法
を用いて推計を行った．このとき，逆ミルズ比 λijp のパ
ラメータが10%水準で統計的に有意であるため，
Heckman selection modelを利用することで，ゼロ貿易
データの除外によって生じるバイアスを是正できたと
言える．

考　　　　　察

１．生産量や距離の影響
生産量や距離が貿易に与える影響について，表3を

もとに考察を行う．
まず，輸出国における人口の1%増加は，貿易の発

生確率を0.059%ポイント上昇させ，2国間の貿易額を
1.554%増加させるとともに，輸入国における人口の
1%増加は，2国間の貿易額を1.133%増加させること
がわかる．したがって，輸出国および輸入国における
人口の増加はともに，総貿易額を増加させると考えら
れる．

次に，輸出国における生産量の1%増加は，貿易の
発生確率を0.043%ポイント上昇させることを通して，
総貿易額を増加させると考えられる．一方，輸入国に
おける生産量の増加は，貿易の発生確率および2国間
の貿易額に統計的に有意な影響を与えないため，総貿
易額にも統計的に有意な影響を与えないと考えられ
る．

そして，輸出国と輸入国の間の距離の1%増加は，
貿易の発生確率を0.115%ポイント低下させることを
通して，総貿易額を減少させると考えられる．

さらに，輸出国と輸入国の間に植民地関係があった
ことは，貿易の発生確率を20.2%ポイント低下させる

 3	PMRLデータベースに掲載されている20カ国は，オーストラリア，カナダ，中国，EU，英国，香港，インド，イ
ンドネシア，イスラエル，日本，韓国，マレーシア，ニュージーランド，ニューカレドニア，シンガポール，ロシ
ア，南アフリカ，台湾，タイ，ベトナム，アメリカ，スイスである．また，掲載されている農産物56種類のうち，
青果物が51品目，穀物が5品目である．本研究では，青果物51品目のうち，生産量および貿易額のデータが存在
し，かつ，世界の総貿易額における果物の上位5品目および野菜の上位5品目を対象とした．

 4	Heckman selection modelの2段階推計にはstataのheckmanコマンドを利用した．また，平均的な限界効果の推計
にはstataのmarginsコマンドを利用した．
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変数 Probit 推計 平均的な限界効果 2 国間の貿易額

定数項 	 -1.225 
	 （-0.62） - 	 -21.199*** 

	 （-2.60）

lnPOPi
	 0.236***
	 （2.85）

	 0.059*** 
	 （2.91）

	 1.554*** 
	 （4.24）

lnPOPj
	 0.005 
	 （0.06）

	 0.001 
	 （0.06）

	 1.133***
	 （3.48）

lnProductionip
	 0.169***
	 （6.91）

	 0.043*** 
	 （7.57）

	 0.080 
	 （0.41）

lnProductionjp
	 -0.014 
	 （-0.92）

	 -0.004 
	 （-0.92）

	 0.052 
	 （0.87）

lnDistanceij
	 -0.457***
	 （-5.99）

	 -0.115***
	 （-6.49）

	 -0.641 
	 （-1.45）

Languageij
	 0.923***
	 （3.95）

	 0.232***
	 （4.09） -

Colonyij
	 -0.801***
	 （-3.11）

	 -0.202*** 
	 （-3.17）

	 -0.649 
	 （-0.73）

lnMRLnip
	 -0.848***
	 （-3.95）

	 -0.213***
	 （-4.07）

	 -2.004*
	 （-1.76）

Positivei*lnMRLnip
	 0.332***
	 （5.17）

	 0.084*** 
	 （5.50）

	 0.598* 
	 （1.84）

lnMRLdip
	 -0.159 
	 （-0.16）

	 -0.040 
	 （-0.16）

	 -6.857*
	 （-1.66）

lnMRLnjp
	 -0.203 
	 （-1.11）

	 -0.051 
	 （-1.12）

	 -1.570**
	 （-2.17）

Positivej*lnMRLnjp
	 0.103*
	 （1.67）

	 0.026* 
	 （1.68）

	 0.432* 
	 （1.79）

lnMRLdjp
	 1.180 
	 （1.43）

	 0.297 
	 （1.44）

	 -3.762 
	 （-1.18）

d1
	 0.914***
	 （3.43）

	 0.230***
	 （3.51）

	 1.660 
	 （1.26）

d2
	 0.896***
	 （3.45）

	 0.225*** 
	 （3.53）

	 1.481 
	 （1.15）

d3
	 0.674**
	 （2.47）

	 0.170** 
	 （2.51）

	 1.011 
	 （0.83）

d4
	 0.104 
	 （0.37）

	 0.026 
	 （0.37）

	 0.130 
	 （0.10）

d5
	 0.631**
	 （2.33）

	 0.159**
	 （2.35）

	 0.415 
	 （0.34）

d6
	 0.104 
	 （0.40）

	 0.026 
	 （0.40）

	 1.389 
	 （1.22）

d7
	 0.242 
	 （0.97）

	 0.061 
	 （0.97）

	 0.815 
	 （0.78）

d8
	 0.568**
	 （2.21）

	 0.143**
	 （2.23）

	 -0.123 
	 （-0.11）

d9
	 -0.000 
	 （-0.00）

	 -0.000 
	 （-0.00）

	 -1.207 
	 （-1.06）

λijp - - 	 -2.296* 
	 （-1.68）

表 3　 推計結果

註：1）�表中の上段は推計値，下段のカッコ内は t 値である．また，***，** および * はそれぞれ，1% 水準，5% 水準
および 10% 水準で推計値が統計的に有意であることを表す．

　　2）λijp は probit 推計の結果から計算される逆ミルズ比を表す．
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ことを通して総貿易額を減少させ，また，輸出国と輸
入国が同一言語を使用していることは，貿易の発生確
率を23.2%ポイント上昇させることを通して総貿易額
を増加させると考えられる．

２．残留農薬基準の影響
表4は，残留農薬基準の厳格化が貿易に与える影響

について，整理したものである．先述したとおり，ネ
ガティブリスト制度を採用している国では，残留農薬
の個別規制数は，増加するほど残留農薬基準が厳しく
なることを意味する．一方，ポジティブリスト制度を
採用している国では，残留農薬の個別規制数と食安全
基準の厳格化との関係性を一概に判断することはでき
ない．なお，ポジティブリスト制度を採用している国
における個別規制数の影響は，輸出国に関しては
Positivei*lnMRLnip のパラメータと lnMRLnip のパラメー
タを，また，輸入国に関しては Positivej*lnMRLnjp のパ
ラメータと lnMRLnjp のパラメータを，それぞれ足し合
わせる（線形結合させる）ことで求めた 5．

まず，残留農薬の個別規制数について考察を行う．
輸出国がネガティブリスト制度を採用している場

合，残留農薬の個別規制数の1%増加は，貿易の発生
確率を0.213%ポイント低下させ，2国間の貿易額を
2.004%減少させることを通して，総貿易額を減少さ
せると考えられる．また，輸入国がネガティブリスト
制度を採用している場合，残留農薬の個別規制数の
1%増加は，2国間の貿易額を1.570%減少させること
を通して，総貿易額を減少させると考えられる．した
がって，ネガティブリスト制度を採用している輸出国

および輸入国において，残留農薬の個別規制数の増加
は，貿易促進効果よりも非関税障壁効果の方が大きい
と考えられる．

輸出国がポジティブリスト制度を採用している場
合，残留農薬の個別規制数の1%増加は，貿易の発生
確率を0.130%ポイント低下させることを通して，総
貿易額を減少させると考えられる．また，輸入国がポ
ジティブリスト制度を採用している場合，残留農薬の
個別規制数の1%増加は，2国間の貿易額を1.139%減
少させることを通して，総貿易額を減少させると考え
られる 6．

次に，残留農薬の許容限度量について考察を行う．
輸出国における許容限度量の低下は，2国間の貿易額
を統計的に有意に増加させることを通して，総貿易額
を増加させると考えられる 7．一方，輸入国における許
容限度量の低下は，貿易の発生確率および2国間の貿
易額に対して統計的に有意な影響を与えない．した
がって，残留農薬の許容限度量の低下は，非関税障壁
効果よりも貿易促進効果の方が大きいと考えられる．

本研究とDou et al. （2015）の分析結果を比較すると，
残留農薬の許容限度量が貿易に与える影響の方向が同
じであることがわかる．一方，残留農薬の個別規制数
に関して，影響の方向が異なる結果が得られているが，
これは，ポジティブリスト制度とネガティブリスト制
度の違いを考慮して分析を行った本研究の方が，より
正確な結果を得ることができていると考えられる．ま
た，本研究とKareem （2016）の分析結果を比較すると，
食安全基準の厳格化が2国間の貿易額に与える影響の
方向は同じであることがわかる．一方，貿易の発生確

残留農薬基準 貿易発生確率 
（単位：% ポイント）

2 国間の貿易額 
（単位：%） 総貿易額への影響

輸
出
国

個別規制数（negative list 採用国） 	 -0.213*** 	 -2.004* -
個別規制数（positive list 採用国） 	 -0.130*** 	 -1.406 -
許容限度量 	 0.040 	 6.857* +

輸
入
国

個別規制数（negative list 採用国） 	 -0.051 	 -1.570** -
個別規制数（positive list 採用国） 	 -0.025 	 -1.139* -
許容限度量 	 -0.297 	 3.762 	

表 4　 残留農薬基準の厳格化が貿易に与える影響

註：1）�表中の数値は，個別規制数が 1% 増加もしくは許容限度量が 1% 低下（＝残留農薬基準が厳格化）し
たときの変化を表している．許容限度量については，数値の低下が厳格化を意味しているため，推
計結果から正負符号を逆にしていることに注意されたい．また，***，** および * はそれぞれ，1% 水準，
5% 水準および 10% 水準で推計値が統計的に有意であることを表す．

　　2）�総貿易額への影響については，貿易発生確率と 2 国間の貿易額の少なくとも一方が統計的に有意な
正値（負値）の場合，+（-）を表記している．
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率（2国間の貿易発生数）に関して，影響の方向が異
なる結果が得られているが，これは，食安全基準の代
理変数としてより適切な残留農薬基準を使用した本研
究の方が，より正確な結果を得ることができていると
考えられる．

結　　　　　論

残留農薬基準に関する主な分析結果を整理すると，
以下のとおりである．

第1に，ネガティブリスト制度を採用している輸出
国および輸入国において，残留農薬の個別規制数の増
加は，貿易促進効果よりも非関税障壁効果の方が大き
いと考えられる．

第2に，輸出国における残留農薬の許容限度量の低
下は，非関税障壁効果よりも貿易促進効果の方が大き
いと考えられる．

上記の結果を，世界における青果物の総貿易額を増
加させるという視点から見ると，残留農薬の許容限度
量の低下という政策は，総貿易額の増加と品質の向上
を両立させるため，各国はこの政策を実施した方が良
いと考えられる．なお，上記のように，食の安全を確
保しつつ，貿易を拡大させる政策を明らかにしたのは，
本研究が初めてであると考えられる．また，上記と同
様の視点から見ると，ネガティブリスト制度を採用し
ている国における残留農薬の個別規制数の増加という
政策は，非関税障壁効果の方が大きいため，ネガティ
ブリスト制度を採用している国はこの政策を避けた方
が良いと考えられる．

最後に，本研究の残された課題について述べる．本
研究では，ポジティブリスト制度を採用している各国
の一律基準の違いを考慮できていない．したがって，
この点について分析を行うことができれば，残留農薬
基準が貿易に与える影響について，さらに精緻な考察
を行うことができると考えられる．

キ ー ワ ー ド
　 
gravity model，計量経済分析，青果物貿易，残留農薬
基準
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Summary

　In this study, we conducted an econometric analysis of the impact of pesticide residue standards on 
fruit and vegetable trade, and examined whether the non-tariff barrier effect or the trade promotion ef-
fect of the pesticide residue standards has a stronger impact. The main analysis results are as follows:
　First, in exporting and importing countries that have adopted the negative list system, the increase in 
the number of individual restrictions on residual pesticides has a greater non-tariff barrier effect com-
pared to the trade promotion effect. Second, the reduction in maximum residue limits of pesticides in 
exporting countries has a greater trade promotion effect compared to the non-tariff barrier effect.
　Considering these results from the perspective of increasing the total trade value of fruits and vege-
tables worldwide, the reduction policy for maximum pesticide residue limits can achieve both an in-
crease in the total trade value and an improvement in quality. Therefore, it is better for each country to 
implement this policy. Additionally, the policy of increasing the number of individual restrictions on re-
sidual pesticides in countries that have adopted the negative list system has a greater non-tariff barrier 
effect than the trade promotion effect. Therefore, countries that have adopted the negative list system 
should avoid this policy.

Key words：econometric analysis, fruit and vegetable trade, gravity model, pesticide residue standards


